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研究成果の概要：過去四半世紀にわたるアジア・アフリカ地域における市場経済システムの発

展過程において，メゾレベルの制度・組織（血縁組織，地域・宗教コミュニティ，企業など）

がいかなる役割を果たし，またそれが人々の生活水準（所得・消費，教育，健康など）にどの

ように影響したかを，オリジナルな世帯・コミュニティ・企業レベルの個票データ，フィール

ド調査および歴史的調査に依拠して，地域比較の中で定量的・定性的に分析した。 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 8,700,000 2,610,000 11,310,000 
2007 年度 10,300,000 3,090,000 13,390,000 
2008 年度 10,800,000 3,240,000 14,040,000 

年度  

  年度  

総 計 29,800,000 8,940,000 38,740,000 
 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
キーワード：経済事情・経済発展・経済体制 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 1990 年代以降，世界銀行の LSMS などア
ジア・アフリカ地域を対象としたミクロデ
ータの蓄積によって，個人･世帯の社会経
済行為に関する実証分析が急速に進展し
た。新しい実証分析は開発経済学や移行経
済論の理論的研究にも多大の刺激を与え
た。他方，ミクロ的研究の進展と平行して，
マクロの時系列・歴史統計にもとづく経済
発展の国際比較にも新たな展開がみられ
た。 

(2) しかし血縁組織，地域コミュニティー，

宗教コミュニティ，企業・金融組織やその
他の経済組織（同業団体や各種協同組合な
ど）といったメゾレベルの制度・組織が経
済発展・体制移行に果たす役割やミクロの
経済主体とメゾレベルの制度・組織の相互
作用については，データの蓄積と実証分析
の両面で，まだ多くの課題が残されている。 

 
２．研究の目的 
(1) 上述の研究状況を背景として，本研究課
題は，アジア・アフリカ地域における経済
発展・体制移行過程における「ミクロ－メ
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ゾの相互連関」を，メゾレベルの社会経済
環境が世帯・個人の生活水準に与える影響，
地域的公共財供給における政府・コミュニ
ティの関係，経済・社会開発政策における
血縁組織や在地経済組織の役割などに焦
点を当てて，オリジナルな定量・定性デー
タによって明らかにすることを目的とす
る。 
各地域の研究における具体的な研究目

的の設定とそのための調査設計について
は，以下「３．研究の方法」，「４. 研究成
果」において個別に述べる。 

(2) 主たる対象地域は，東アジアについては
中国，東南アジアについてはラオス，中
東・北アフリカについてはエジプトである。
いずれも今日において，発展途上経済にお
ける市場メカニズムの発達と，統制（計画）
経済システムからの離脱という二重の意
味における市場経済化を経験している地
域である。 

 
３．研究の方法 
(1) 各調査地域において，現地カウンターパ
ート（研究機関・統計官庁）との緊密な協
力により，以下のデータを収集・分析した。
①世帯調査，村落調査および企業・金融機
関調査で収集した個票データ。②個票デー
タの収集と並行的に実施した聞き取り調
査やフィールド調査によって得られた定
性的情報。③現地のアーカイブなどで収集
した地方行政機関や各種団体･組織に関す
る歴史資料。 
以下，対象地域別に具体的な調査・研究

方法を説明する。 
(2) 中国については，世帯・村落レベルのサ
ーベイ調査，特定地域におけるフィールド
調査，戦前の農家調査などの歴史資料の 3
つの方面からデータを収集した。①サーベ
イ調査：北京師範大学，中国社会科学院，
中国国家統計局と連携して，2006 年と 2007
年に農村世帯（4 省，2000 戸）および農村
世帯が居住する行政村 200 カ村のサンプル
調査（国家統計局の公式家計調査のサブサ
ンプル）を行った。世帯調査票には，世帯
員と世帯の基本状況以外に，社会意識，共
同慣行，親族組織，社会関係資本などに関
する項目を盛り込んだ。村落調査票には基
本状況や経済構造だけではなく村落レベ
ルのガバナンスや財政構造に関する項目
も入れた。②フィールド調査：四川省射洪
県，同省大邑県，浙江省慈渓市，江蘇省太
倉県においてフィールド調査を実施した。
主な聞き取り内容は，地方政府および村レ
ベルの経済発展戦略や具体的政策と実際
の農家の関わり，そして基本的な生活イン
フラ，医療衛生，教育，老人扶養などの社
会事業面における整備水準と手法などで

ある。③歴史的調査：戦前期の中国東北部
（旧「満州」）および植民地統治下の台湾
を対象とした。前者については「満洲国」
政府が 22 カ村 1095 戸を対象に実施した農
家調査（『康徳三年度農村実態調査報告書 
戸別調査之部』，『農村実態調査一般調査報
告書 康徳三年度』）を用いた。この調査の
特徴は，土地所有や農業生産構造のみなら
ず農家の収入・支出を詳細に記しているこ
とである。また戦前期台湾については，台
湾総督府統治下で整備された度量衡，統治
組織，さまざまな調査統計制度などについ
て，その制度設計と実際の運用に関する資
料を収集することで，台湾各地における植
民地行政当局と在地社会の関係を分析す
ることとした。関係資料は，国立台湾図書
館，国史館台湾文献館に集中して所在して
いるが，本研究では後者を中心に資料調査
を実施した。 

(3) エジプトについては以下のデータを収集
し活用した。①サーベイ調査：エジプト中
央統計局の協力により実施した世帯調査
からえられた個票データ。調査票の設計は
中国の世帯・村落調査に準じたもので，共
同体慣行，村落組織（血縁組織など）や村
落内外の社会関係に関わる調査項目を多
く設けた。対象村落は，2005 年度に別プロ
ジェクトにより調査を開始した 13 か村に
加え，2006 年度に新規に調査を行った 4 か
村である。対象村落は地域的な多様性を考
慮して選定し，農家の悉皆調査を行った。
調査世帯数は，合計 7,530 世帯（各村平均
600 世帯）であり，次の地域に位置する：
下エジプト地方 4 県 6 カ村，中エジプト地
方 3県 3カ村，上エジプト地方 2県 3カ村，
西部砂漠（オアシス）地方 1 県 5 カ村。②
フィールド調査：2006 年度から 2008 年度
にかけて上述の調査対象村落を訪れ，聞き
取り調査などによって村落の社会経済状
況（作付構成･生産高･灌漑施設，企業数，
モスク数，NGO 数など）など村落レベルの
データを得た。③歴史的調査：2006 年度か
ら 2008 年度にかけて，文書史料が豊富に
残されている西部砂漠のオアシス村の調
査村落において，19 世紀から 20 世紀初頭
にかけての相続・住民台帳・裁判記録など
の史料を収集した。④現地フィールド調査
により測量し作成したデジタル地図から
得られる GIS 情報。村落の立地，世帯の配
置，モスクや学校，灌漑水路などの共同施
設の立地などのデータを構築した。 

(4)ラオスにおいては，マイクロファイナンス
に焦点を当てたミクロデータ収集とフィ
ールド調査を，以下の 2 つのアプローチか
ら行った。第 1 は，ビエンチャン特別市近
郊で貯蓄信用組合の浸透が比較的進んで
いる 3 つの区（全 7 区中）に属する村落に



 

 

組織された組合を対象とするデータ収集
である。ここでは，村と組合のリーダーか
らの聞き取り調査によって，組合の沿革や
メンバーなどの一般的属性を把握すると
ともに，過去の会計帳簿（Cash Book）を複
写して複数年にわたる財務情報を収集し
た。対象は特定 3 区における 150 弱の組合
（ほぼ全村全組合）である。第 2 は，活動
が特に活発で，かつ互いに異なる特徴をも
つことから選別された 5 カ村を対象に行っ
た世帯悉皆調査である。ここでは世帯の構
成，就業，所得・消費水準に加えて，特に
貯蓄信用組合への参加形態についての聞
き取りを進めた。この調査は 2 回にわたっ
て行われ，データのパネル化も試みられた。
調査は，貯蓄信用組合を管轄する政府外郭
団体であるラオス女性連合の承認・支援と，
組織化に取り組む NGO との密接な連携の
もとで進められた。フィールド調査は，ラ
オス国立大学経済経営学部の多くのファ
カルティー・スタッフの参加によって実施
された。大規模調査は，2007 年 8 月，12
月，および 2008 年 9 月の 3 次にわたり行
なわれた。なお，調査の過程で，ラオスに
おいてはマイクロファイナンスの拡大が，
金融システム全般にとって重要な位置を
占める問題となっていることが理解され
た。これを踏まえて，2008 年 9 月の調査で
は，ビエンチャン市内の関連する機関（商
業銀行，農業政策金融機関，中央銀行，民
間マイクロファイナンス機関）からのヒア
リング調査も行った。 

 
４．研究成果 
(1) 3 年間の研究期間を通じて，下記「５. 主
な発表論文等」に掲げた業績を含め，論文
27 件（うち査読付き 20 件，外国語 15 件）,
図書 21 件（うち査読付き 6 件，外国語 8
件），学会・研究集会報告 8 件（うち国際
学会・研究集会 4 件）を発表した。 

(2) 本研究全体を通じた第 1 の成果は，これ
まで蓄積が不足していた地域も含め，アジ
ア・アフリカ地域においてオリジナルなデ
ータを収集したことにある。たとえばエジ
プトにおける世帯・村落調査，ラオスにお
ける世帯・村落・金融組織（マイクロファ
イナンス）調査は，国際的にみても先駆的
といえる。第 2 の成果は，個別地域の実証
分析をふまえた地域間比較を行ったこと
である。その結果，対象地域の多くに共通
する点として，以下のような点が導き出さ
れた。①経済発展に伴う農村-都市間（農業
-非農業間）の労働力移動が，血縁組織や地
域コミュニティといった在地の伝統的な
制度･組織の変化を促す動因となっている
が，同時に在地の制度･組織の性格如何が
労働力移動の規模や速度に直接・間接に影

響を及ぼし，経済発展の態様を決めている。
②在地の制度・組織は，国家による公共財
提供が不十分な状況のもとで，それに代替
する地域的公共財として，貧困緩和や生活
水準向上に重要な役割を果たしている。ま
たマイクロファイナンスに典型的なよう
に，政策当局はそうした制度・組織に依拠
することで，ターゲッティングを改善し，
政策執行コストを引き下げることができ
る。しかし逆に，既存の力関係を反映する
在地の制度・組織がターゲッティングを歪
めてしまい，政策当局が外から制度・組織
的枠組みを持ち込むことが必要な場合も
ある。③いずれの研究対象地域においても，
メゾレベルの制度･組織が人々の生活水準
に与える影響の度合いと，そうした伝統的
な制度･組織が成立している小・中地域の
総体的な経済発展水準との間に単純な相
関関係あるいは共通するパターンを見い
だすことはできなかった。 
以下，調査地域別に研究成果の概要をま

とめる。 
(3) 中国に関する定量的分析：世帯と行政村
の個票データにもとづき，同一のマクロ的
環境のもとにある農村世帯がメゾレベル
では異なった社会･経済的条件の中で活動
している状況を明示的に分析するために，
階層線形モデルを用いた世帯所得関数を
推計した。その結果，地理的条件，インフ
ラ，耕地賦存，地域全体の教育水準などと
共に，村落の政治経済的特徴（集団経済組
織の存在，村財政支出構造など）や村落レ
ベルの社会関係資本（村落内の安定した社
会関係）が世帯所得に有意な正の影響を与
えていることが明らかになった。また村落
レベルの政治経済的特徴や社会関係資本
の影響の度合いがマクロ的な環境（経済発
展水準，地理的環境）によって異なること
も示された。たとえば村財政からの公共サ
ービス支出は低所得地域・山間地域では効
果が小さいが，逆に村落レベルの社会的安
定は低所得地域・山間地域において，農家
所得に対してより大きな影響力をもつ。こ
のことの政策的含意は，低所得地域におけ
る農家所得向上のためには，物的インフラ
整備や財政投入増加だけでなく，地縁的紐
帯を強め村落社会の安定を促進する制
度・組織的インフラを整備する工夫が必要
だということである。その観点から，近年
における，村幹部公選や村政情報公開など
草の根の自治を促進する政策の意義は大
きい。 

 (4) 中国に関する定性的分析：地域的公共財
供給における政府と地域の関係を解明す
ることを目的として，フィールド調査を行
った。公共事業のために財政資金を獲得す
るためには，農家や村落の側で自己負担金



 

 

を用意することが必要である。このため，
村落レベルでは地域リーダーの利害調整
能力や公共事業や社会事業へと人々の意
識を向け，必要性を認識させる手腕が重要
である。また地方政府も以前のように農家
を強制的に動員することはできず，農家と
の対話や動機付けのためのさまざまな手
段を講じている。自己負担金調達のための
もう一つの条件は，農家の経済力の向上で
ある。四川省の事例では，村落は，農産物
加工企業の誘致，協同組合（「専業合作社」）
設立の支援，出稼ぎのための技能訓練等に
おいて，農家に積極的な支援を行っていた。
また四川省の調査地は出稼ぎ者の多い地
域であるため，婦人や高齢者が地域の利害
調整役になったり，地域の意思決定の場に
参画するという現象がみられた｡他方，江
蘇省や四川省大邑県においては，公共投資
の効率化や土地利用の高度化をねらった
村落合併が急速に行われていた。以上をま
とめると，中央政府による農村部への財政
投資がいまだ不充分な状況下で，人々の生
活水準の向上のためには，地方政府と農家
の協働が求められている。調査地域では，
村レベルの経済組織がこの両者を調整す
ることで，公共財・公共サービスの供給水
準が向上している。 

(5) 中国に関する歴史的分析：「満洲」国政府
による農家調査にもとづき，1930 年代の中
国東北部における農家の生活水準・家計動
向を，とくに公租公課に重点をおいて分析
した。その結果，農民が負担した公租公課
のうち，国税・県税の割合は小さく，むし
ろ各村・屯から徴収された「公課」が相当
部分を占めていたことを明らかにした。
「村税・屯税」は村の行政機構，民兵組織，
学校の運営等に用いられ，同時に，地域に
おける所得再分配機能という役割も担っ
ていた。村落レベルの「公課」の重要性と
それがもたらす公共財供給の地域的不均
衡は今日まで一貫した問題であり，本研究
はその歴史的起因を明らかにした。他方，
戦前期台湾では，日本の植民地統治下にお
いてさまざまなインフラ整備が行われ，そ
れが戦後の経済発展の初期条件となって
いる。このことを念頭に置き，本研究では，
台湾総督府による統治下で整備された度
量衡，統治組織，人口センサスなどの統計
調査制度などについて，その制度設計と実
際の運用に関する資料を収集し，植民地統
治者が在地の社会関係や社会組織をどの
ように利用し，あるいは編制替えしたかに
ついて分析を進めた。 

(6) エジプトにおける定量・定性・歴史的分
析：エジプト農村を対象として，中東イス
ラーム社会における伝統的な血縁組織で
あるアーイラの経済的意義の解明を目指

した。アーイラは歴史的にも現在において
も重要な役割を果たしてきた。これまでの
研究では出自集団としての側面と社会の
基本単位としての側面が混同され，しかも
規範的な側面からのみ分析されてきたた
め，その経済的役割は研究されてこなかっ
た。しかし，今日，開発の受け皿となる村
落共同体のあり方，経済発展の過程におけ
る地域的偏差を考えるためにも，アーイラ
と世帯との相互作用を明らかにすること
は重要である。かかる問題関心にもとづき，
本研究では，世帯編成パターンと村民の組
織化の原理を抽出し，そのうえでアーイラ
や他の村落組織と世帯との経済的相互作
用を分析した。調査から得られた主な成果
は以下のとおりである。①文書史料，とり
わけオアシス村落で収集した 19 世紀のセ
ンサス史料と世帯調査から得られる個票
データを比較分析することによって，エジ
プト農村の基本的な世帯編成パターンを
明らかにした。具体的には，伝統的な大家
族から小家族（核家族）に転換したとする
従来の見解に対して，エジプトの家族構造
が歴史的にも現在においても核家族を基
本とすることが確認された。②文書史料，
とりわけデルタ村落のアブースネータ村
で収集した 19 世紀の裁判史料と世帯調査
から得られる個票データを比較分析する
ことによって，アーイラがエジプトの村落
社会の組織原理であることを明らかにし
た。つまり，エジプトの村は複数のアーイ
ラから構成される社会であり，そこでの第
一義的な社会関係は血縁的な紐帯に基づ
いている。また，アーイラは親族組織では
あるが，それは一つの社会制度として，血
縁関係を越えた社会的な役割を担ってい
る。③複数の特定村落を対象に実施した世
帯調査から得られる個票データと地理情
報を結合することによって，アーイラと世
帯の経済行動との相互作用において地域
的な偏差が観察されることを明らかにし
た。そこから，アーイラという親族集団と
村の社会経済的環境との関係性が見て取
れる。④今日，エジプトにおいても，社会
開発のために，水利組合などの共同体的組
織を再組織すべきであるとの主張がなさ
れている。これらの村レベルにおける社会
福祉を増大させる試みが成功するか否か
は，アーイラを住民連帯のチャンネルとし
てどう使うか，またアーイラの血縁的紐帯
をどう村の地縁的紐帯へと昇華させるか，
にかかっているように思われる。アーイラ
は，エジプト社会での共同体的な意識の醸
成にとって，有力な手段であるとともに，
強力な障害でもある。 

 (7) ラオスにおける定量・定性的分析：ビエ
ンチャン近郊における農家家計および金



 

 

融組織の個票データに基づいて，ラオス全
域で急速に拡大している貯蓄信用組合（マ
イクロファイナンス組織）の活動実態と，
その農家世帯の所得・消費水準に与えるイ
ンパクトを明らかにすることを目的とし
た。ビエンチャン特別市近郊では，2000 年
代初頭からタイの複数の NGO の支援の下
で，各村落における貯蓄信用組合の組織化
が行われてきた。本調査の時期にあたる
2006-2008 年には，設立から 3，4 年を経た
組織が活動を定着させつつある一方で，新
規の組織も急拡大する状況にあった。この
ような中で，形成初期にあたるこれらの金
融組織の財務状況やその変遷，またこれら
の組織にメンバー（預金者）や借入者とし
て参加する農家世帯の所得・消費状況の変
化を把握することが可能であった。そこで
フィールド調査によってこのような問題
についてのミクロデータを収集し，貯蓄信
用組合の活動の現状とそのインパクトを，
農村内のネットワーク・エスニシティー，
家族関係，および村外との商業ネットワー
クとの関係を重視してとらえることを目
指した。3 次にわたる調査の結果，150 弱
の貯蓄信用組合の属性・財務情報と，5 カ
村 400 強の世帯（一部は 2 年のパネル）に
わたる，ラオスのマイクロファイナンスの
研究に類を見ないデータセットの収集・整
理に成功した。その分析結果の一部はアジ
ア政経学会 2008 年度全国大会などにおい
て公表済みである。本調査では膨大なミク
ロデータが収集されたが，特に組合の財務
情報については，基礎資料（Cash Book）の
解読とデータ化になお時間を要する状況
にあり，今後，より大きな成果として結実
させるべく研究を継続している。 
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